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第一部 【企業情報】

 

第1 【企業の概況】

 

1 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第32期
第1四半期
連結累計期間

第33期
第1四半期
連結累計期間

第32期

会計期間
自　2019年4月 1日
至　2019年6月30日

自　2020年4月 1日
至　2020年6月30日

自　2019年4月 1日
至　2020年3月31日

売上高 (百万円) 527,276 530,936 2,266,808

営業利益 (百万円) 29,838 26,687 130,937

税引前四半期(当期)利益 (百万円) 30,802 27,143 120,155

当社株主に帰属する
四半期(当期)利益

(百万円) 20,975 19,143 75,148

当社株主に帰属する
四半期(当期)包括利益

(百万円) 11,048 36,412 44,140

当社株主に帰属する持分 (百万円) 924,354 963,494 939,683

資産合計 (百万円) 2,562,459 2,662,626 2,686,008

基本的1株当たり
四半期(当期)利益

(円) 14.96 13.65 53.58

希薄化後1株当たり
四半期(当期)利益

(円) － － －

当社株主帰属持分比率 (％) 36.07 36.19 34.98

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 166,472 164,597 280,029

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △79,306 △40,906 △257,240

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △56,219 △61,406 △66,081

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 280,012 266,763 205,356
 

　

(注) 1　当社は要約四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。

2　売上高には、消費税等は含まれていません。

3　上記指標は、国際財務報告基準(以下、IFRS)により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基

づいています。

4　希薄化後1株当たり四半期(当期)利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載してい

ません。

 

EDINET提出書類

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ(E04911)

四半期報告書

 2/31



 

2 【事業の内容】

当社は、日本電信電話株式会社を最終的な親会社とするNTTグループに属しています。

同時に、当社グループ(当社、当社の子会社318社及び関連会社46社)は、公共・社会基盤、金融、法人・ソリュー

ション、北米、EMEA・中南米の5つを主な事業として営んでいます。

当第1四半期連結累計期間において、各事業に係る重要な事業内容の変更はありません。また、主要な関係会社にお

ける異動もありません。

 
なお、各事業の内容は次のとおりです。

・公共・社会基盤

行政、医療、通信、電力等の社会インフラや地域の活性化を担う、高付加価値なITサービスを提供する事業。

・金融

金融機関の業務効率化やサービスに対して、高付加価値なITサービスを提供する事業。

・法人・ソリューション

製造業、流通業、サービス業等の事業活動を支える高付加価値なITサービス及び各分野のITサービスと連携する

クレジットカード等のペイメントサービスやプラットフォームソリューションを提供する事業。

・北米

北米ビジネスにおける市場特性を考慮した高付加価値なITサービスを提供する事業。

・EMEA・中南米

EMEA・中南米ビジネスにおける市場特性を考慮した高付加価値なITサービスを提供する事業。
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第2 【事業の状況】

 

1 【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。　

 

2 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析　

[事業活動の取り組み状況]

グローバルでのデジタルトランスフォーメーション等の加速や、ニーズの多様化・高度化に対応するため、グロー

バル市場でビジネス拡大を図るとともに、市場の変化に対応したデジタルオファリング
（注1）

、システムインテグ

レーション等の多様なITサービスの拡大と安定的な提供に取り組みました。

具体的な取り組みは次のとおりです。

 
＜トヨタコネクティッド㈱とモビリティサービス事業領域における業務提携を開始＞

 当社は、トヨタ自動車㈱がグローバルで展開するモビリティサービス・プラットフォーム
（注2）

（以下、MSPF）

の更なる拡張やコネクティッドカーの展開国拡大に向け、2020年4月よりトヨタコネクティッド㈱との業務提携を開

始しました。

　本業務提携は、トヨタコネクティッド㈱におけるコネクティッドカー向けサービス事業等のノウハウと、当社に

おけるグローバルでのITリソースや最先端技術の活用ノウハウを掛け合わせるのと同時に、MSPFを始めとするモビ

リティサービス事業領域での協同開発と人財交流を可能とし、グローバルでの開発・運用の高度化をめざすもので

す。

　将来的には、トヨタコネクティッド㈱の持つユーザー基盤と、当社の流通・小売・金融業界等の多業種にわたる

顧客基盤を相互に活用することで、スマートシティ構想
（注3）

も視野に入れたグローバルでのプラットフォーム事

業の更なる拡大を推進し、モビリティ社会の創造に貢献していきます。

 
＜お客様のクラウドトランスフォーメーション支援に向けた取り組みを推進＞

　当社子会社であるNTT DATA Servicesは、新型コロナウイルス感染症の拡大によって、これまで以上にクラウド活

用の重要性が増す中、お客様のクラウドトランスフォーメーションの支援に向けた取り組みを推進しました。

・新型コロナウイルス感染症の拡大によるクラウドサービスへの関心の高まりを受けて、お客様のクラウド活用を

更に加速させるサービス「Cloud Accelerators」の提供を開始しました。本サービスでは、自動化技術をこれまで

以上に活用することで、セキュアなクラウド環境の迅速な構築や運用コストの削減等を推進します。

・米国アラバマ州の年金機構から、データセンタ運用支援や自動化技術を活用した運用効率化によって、お客様の

クラウドトランスフォーメーション推進を支援する案件を新たに受注しました。本案件では、クラウド分野におけ

る豊富な実績に基づく専門的な知見や、Microsoft Azure、Google Cloud、AWSといったパブリッククラウドベンダ

とのグローバルなパートナーシップを活用し、複数のクラウドソリューションの統合・管理及びアプリケーション

の最適化についても支援します。

　NTT DATA Servicesは、今後も豊富な実績に基づく知見と最新技術の活用を通じて、お客様のクラウドトランス

フォーメーションに貢献します。

 
＜新型コロナウイルス感染症対策ソリューションをグローバルで強化＞

 当社子会社であるeveris Groupは、新型コロナウイルス感染症拡大防止に貢献するソリューションを開発・導入

しました。

・医療機関向けのクラウド型遠隔医療ソリューション「ehCOS Remote Health」を2020年4月に開発し、欧州・南米

で展開しました。本ソリューションは、患者が入力した症状やその他の医療情報を収集することで、新型コロナウ

イルス感染症に関わる診断や推奨事項の提供を可能にします。軽度・中等度の患者については、本ソリューション

を介した遠隔診察が可能であり、医療機関の対面診察の混雑緩和を支援します。更に、入力された大量のデータを

収集・分析することで、医療機関が患者の臨床的な変化を把握し、より適切な判断を行うことを支援します。

・生体認証に関する2つの新たなソリューションを、2020年4月に導入しました。1つ目は、非接触型の体温管理機能
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を統合した生体認証デバイスです。空港のチェックインカウンターや自動出入国ゲート等の幅広い用途での利用が

可能で、乗客の管理・案内を迅速化します。もう１つは、生体認証情報が組み込まれたデジタルコード（QRコード

等）を用いた新しい健康証明に関するソリューションです。本ソリューションは、データの完全性・機密性や被認

証者の身元を保証し、安全な健康証明書を発行することを可能にします。

　今後も、新型コロナウイルス感染症拡大によって引き起こされる課題を解決するため、更なる取り組みを推進し

ます。

 
＜デジタル先進技術のグローバル集約拠点を新たに3つ設立＞

 当社は、中期経営計画における戦略「グローバルデジタルオファリングの拡充」に基づく施策としてCoE
（注4）

の

拡充に取り組んでおり、2020年6月に、新たに3つの先進技術領域（IoT、Intelligent Automation、Software

Engineering Automation）でCoEを設立しました。

　IoT CoE：さまざまな機器をネットワークでつなげ、大量のデータをリアルタイムに収集・分析しビジネスに活用

する先進的な取り組みを、グローバルに展開することをめざします。

　Intelligent Automation CoE：人工知能、機械学習、及びデータ活用等によって自動化されたビジネスプロセス

を実行する技術を用いて、お客さまのデジタルトランスフォーメーションに貢献することをめざします。

　Software Engineering Automation CoE：設計情報から瞬時にソースコードを生成し、クラウド環境へ展開するこ

とを可能にする技術等の、ソフトウエア開発工程全体の抜本的生産性向上を狙った次世代生産技術を開発し、当社

の市場競争力の強化をめざします。

　今後、すでに設立している4つのCoE（AI、Blockchain、Agile/DevOps、Digital Design）と合わせたデジタル先

進技術7領域において、当社のプレゼンスの向上とともに、2021年度末までに受注高累計1,000億円に貢献すること

をめざします。

 
（注1）デジタルオファリング

最先端技術を活用してお客様へ提供する商品・サービス等のことです。

（注2）モビリティサービス・プラットフォーム（MSPF）

カーシェア等の様々なモビリティサービス事業者と提携する際に必要とされる個別の機能を包括したプラットフォームのことです。

（注3）スマートシティ構想

最先端技術の活用により、都市や地域の様々な課題を解決するとともに、新たな価値を創出する構想のことです。

（注4）CoE（Center of Excellence）

高度な研究・開発活動を行い、人財及び事業の創出・育成の中核となる拠点のことです。

 
 

[連結業績及び各セグメントの取り組み方針・業績]

　　当第1四半期連結累計期間における業績につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、北米、EMEA・中

南米及び法人・ソリューションを中心にマイナス影響が発生しました。受注高は、国内事業における大規模更改案

件の獲得等により拡大しました。売上高は、受注残高からの安定的な売上等により前年並みを確保しました。営業

利益は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、案件の減少や中断による一時的な稼動率の低下及び追加コストの

発生による費用増等により減益となりました。
　

・受注高 615,440百万円(前年同四半期比 17.7％増)

     
・売上高 530,936百万円(同 0.7％増)

・営業利益 26,687百万円(同 10.6％減)

・税引前四半期利益 27,143百万円(同 11.9％減)

・当社株主に帰属する四半期利益 19,143百万円(同 8.7％減)
 

 
新型コロナウイルス感染症拡大による当社グループへの影響については、景況感の悪化に伴う投資意欲の減退や

お客様の事業収支維持/改善に向けた投資抑制により、国・業種毎に違いはあるものの、全般的にマイナス影響を受

ける一方で、ウィズコロナ社会における新しい生活様式に向けたビジネスや、アフターコロナ社会に向けたBuild

Back Betterを実現するためのデジタルを活用した新たな社会構築のためのビジネスは加速すると想定しており、当

社が貢献できる新たな事業機会への対応を進めていきます。デジタルを活用したアフターコロナにおけるより良い
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社会の実現に向けたビジネスの多くは、2020年度から検討/投資を開始し、2021年度以降に当社グループの業績に反

映されることを見込んでいます。

 
セグメント別の取り組み方針及び業績は次の通りです。

 
（公共・社会基盤)

政府・インフラ企業の基幹業務のシステム更改を確実に獲得しつつ、これまでの当社グループの実績や培ってきた

ノウハウを活用した案件創出、Society 5.0に基づく成長戦略やデジタル・ガバメント実行計画に沿った官民融合の新

たな社会システム実現に向けた新規ビジネス等により事業拡大をめざします。

 
　当第1四半期連結累計期間の業績は次のとおりです。

・売上高は、中央府省向けサービスの規模拡大等により、109,284百万円(前年同四半期比9.1％増)となりました。

・営業利益は、増収等により、10,970百万円(同38.5％増)となりました。

　

(金融)

規制緩和と技術革新により金融機関の事業環境は大きく変化しつつあり、デジタル技術を活用した金融サービスが

登場する等、金融事業に参画するプレイヤーが多様化する中、当社は引き続きお客様へ高信頼で高品質なサービスを

提供し続けるとともに、時代の変化を先取りすることで、デジタル時代におけるビジネス拡大をめざします。

　

　当第1四半期連結累計期間の業績は次のとおりです。

・売上高は、金融機関向けサービスの規模拡大はあるものの、一部グループ会社の減収等により、138,099百万円(前

年同四半期比0.7％減)となりました。

・営業利益は、金融機関向けサービスの規模拡大による増益はあるものの、一部グループ会社の減収による減益等に

より、10,586百万円(同1.0％減)となりました。

　

(法人・ソリューション)

デジタルを活用する流れの更なる加速、グローバル競争力強化の要請の高まり、及び新型コロナウイルス感染症の

世界的大流行における市場環境の大きな変化等により、製造業、流通業、サービス業等における事業環境が大きく変

化しています。この変化に対応するとともに、業務と先進テクノロジーの専門性を掛け合わせた高い付加価値を提供

し続け、お客様事業の成長を支援することで、ビジネス拡大を更に進めていきます。

　

　当第1四半期連結累計期間の業績は次のとおりです。

・売上高は、新型コロナウイルス感染症拡大影響による案件の減少や中断はあるものの、流通・サービス・ペイメン

ト向けサービスの規模拡大等により、136,195百万円(前年同四半期比0.8％増)となりました。

・営業利益は、新型コロナウイルス感染症拡大影響による売上高販管費率の悪化等により、9,786百万円(同14.7％減)

となりました。

　

(北米)

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行における新たなニーズの拡大等、市場環境が大きく変化する中、オファ

リングの選択と集中やM&Aによるケイパビリティの拡充を通じて提供価値の向上を図るとともに、既存の強みとデジタ

ル技術を掛け合わせることで変化に対応し、お客様のデジタルトランスフォーメーションをサポートしていきます。

　

　当第1四半期連結累計期間の業績は次のとおりです。

・売上高は、新型コロナウイルス感染症拡大影響及び為替影響等による減収はあるものの、M&Aによる規模拡大等によ

り、104,956百万円(前年同四半期比1.9％増)となりました。

・営業利益は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、案件の減少や中断による稼動率の低下及び追加コストの発生

による費用増等により、△1,320百万円(同60.4％減)となりました。

　

(EMEA・中南米)

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行における新たなニーズの拡大等、市場環境が大きく変化する中、事業構

造改革を通じた事業運営の効率化をめざすとともに、積極的な投資によりデジタル領域での新たなオファリング創出

やケイパビリティの拡充を図り、既存の強みと掛け合わせることで、お客様のデジタルトランスフォーメーションへ
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のニーズに的確に対応していきます。

 
　当第1四半期連結累計期間の業績は次のとおりです。

・売上高は、イタリア等での堅実な売上確保はあるものの、新型コロナウイルス感染症拡大影響による案件の減少や

中断及び為替影響等により、105,883百万円(前年同四半期比4.5％減)となりました。

・営業利益は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、案件の減少や中断による稼働率の低下及び追加コストの発生

に伴う費用増等により、△1,643百万円(同－％)となりました。

 
(2) 財政状態の分析

当第1四半期連結会計期間末の資産は、現金及び現金同等物及び保有株式の時価評価によるその他の金融資産(非

流動)の増加等はあるものの、営業債権の回収による営業債権及びその他の債権の減少等により、2,662,626百万円

と前期末に比べ23,381百万円の減少となり、負債は、有利子負債の減少等により1,653,059百万円と前期末に比べ

45,533百万円の減少となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

営業活動によるキャッシュ・フローは、四半期利益18,967百万円、非現金支出項目である減価償却費等51,814百

万円の計上、売上債権130,712百万円の回収により、164,597百万円の収入(前年同四半期比1,874百万円収入減少)と

なりました。

一方、投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産、無形資産の取得により、40,906百万円の支出(同

38,400百万円の支出減少)となったことから、当期のフリー・キャッシュ・フローは123,692百万円の黒字(同36,526

百万円の収入増加)となりました。

また、財務活動によるキャッシュ・フローについては、有利子負債返済による支出や配当金支払の実施等によ

り、61,406百万円の支出(同5,187百万円の支出増加)となりました。

 
(4) 重要な会計方針及び見積り

当社グループにおける重要な会計方針及び見積りについては、「第4 経理の状況 1 要約四半期連結財務諸表 要

約四半期連結財務諸表注記3．重要な会計方針」及び「第4 経理の状況 1 要約四半期連結財務諸表 要約四半期連結

財務諸表注記4．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断」に記載のとおりです。

 

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 
(6) 研究開発活動

[技術開発の状況]

当社は、グローバルでの厳しい競争に勝ち残っていくため、新しい技術トレンドを積極的にビジネスに取り入れる

「最先端技術・イノベーション推進」に取り組むとともに、システム開発の高速化、高品質化やクラウド化・デジタ

ル化を見据えたクラウド基盤の構築等、「生産技術革新」に関する研究開発に取り組んでいます。中期経営計画にお

いては、最先端技術に関する知見やノウハウをグローバルで集約し活用する基盤の構築によりイノベーションを推進

していくとともに、次世代の生産技術を磨いていきます。

 
当第1四半期連結累計期間の研究開発費の総額は5,154百万円です。
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　(7) 設備の新設、除却等の計画

　当第1四半期連結累計期間において、新たに確定した主要な設備の新設等の計画は、次の通りです。

 ① 設備の新設計画

セグメントの名称

投資予定金額

資金調達方法
総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

公共・社会基盤 58,000 29,800

自己資金、

社債発行資金

及び借入金

金融 320,000 49,400

法人・ソリューション 107,000 7,850

北米 34,500 2,300

EMEA・中南米 70,500 8,050
 

　
（注）1　設備の内容については、お客様に提供する統合ITソリューションサービスの開発計画を記載しています。

2　既支払金額は前連結会計年度末時点の金額を記載しています。

3　金額には消費税等を含んでいません。

 

　② 設備の除却等計画

今後予定されている重要な設備の除却、売却等はありません。

 
この四半期報告書に掲載されているサービス及び商品等は、当社あるいは、各社等の登録商標又は商標です。

なお、将来に関する記述は、当社グループが当四半期連結会計期間の末日時点で把握可能な情報から判断する一定の前提に基づいてお

り、今後様々な要因によって記載内容とは異なる可能性があることをご承知おきください。

 
 

3 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、該当事項はありません。
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第3 【提出会社の状況】

 

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,610,000,000

計 5,610,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第1四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2020年6月30日)

提出日現在発行数(株)
(2020年8月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,402,500,000 1,402,500,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 1,402,500,000 1,402,500,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2020年6月30日 ― 1,402,500,000 ― 142,520 ― 139,300
 

　

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができないことから、直前の基準日(2020年3月31日)に基づく株主名簿による記載をしています。

 

① 【発行済株式】

2020年6月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)  

普通株式 900
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,402,430,800
 

14,024,308 ―

単元未満株式 普通株式 68,300
 

― ―

発行済株式総数 1,402,500,000
 

― ―

総株主の議決権 ― 14,024,308 ―
 

(注) 1　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式13,000株(議決権数130個)が含

まれています。

2　「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が53株含まれています。

 

② 【自己株式等】

2020年6月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社
エヌ・ティ・ティ・データ

東京都江東区豊洲
三丁目3番3号

900 ― 900 0.00

計 ― 900 ― 900 0.00
 

 

2 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第4 【経理の状況】

　

1　要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して

作成しています。

 

2　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間(2020年4月1日から2020年6月30

日まで)及び第1四半期連結累計期間(2020年4月1日から2020年6月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。

　

3　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適

　 正に作成することができる体制の整備について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っています。具体的には会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更に的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準

機構へ加入し情報収集に努めるとともに、監査法人が主催する研修への参加や会計専門誌の定期購読を行っていま

す。

　IFRSに基づく適正な連結財務諸表を作成するため、IFRSに準拠したグループ会計方針等を作成し、それらに基づい

た会計処理を行っています。また、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基

準の把握を行い、当社への影響の検討を行った上で適時に会計方針の更新を行っています。
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1 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度末
(2020年3月31日)

 
当第1四半期連結会計期間末

(2020年6月30日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  205,356  266,763

営業債権及びその他の債権 7,11 572,175  439,555

契約資産  74,828  86,587

棚卸資産  13,727  16,758

その他の金融資産 11 13,296  14,448

その他の流動資産  87,509  106,614

流動資産合計  966,890  930,725

     

非流動資産     

有形固定資産  344,922  341,093

使用権資産  160,005  158,585

のれん 7 391,017  385,027

無形資産 7 477,716  478,083

投資不動産  27,113  26,878

持分法で会計処理されている投資  8,366  8,480

その他の金融資産 11 142,211  172,380

繰延税金資産  110,946  102,112

その他の非流動資産  56,823  59,264

非流動資産合計  1,719,118  1,731,902

資産合計  2,686,008  2,662,626
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度末
(2020年3月31日)

 
当第1四半期連結会計期間末

(2020年6月30日)

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務 7,11 359,508  336,135

契約負債 7 256,740  290,858

社債及び借入金 11 157,094  121,005

リース負債  39,143  40,011

その他の金融負債 11 4,604  5,115

未払法人所得税  32,002  12,838

引当金  4,273  3,131

その他の流動負債  29,674  27,717

流動負債合計  883,038  836,811

     

非流動負債     

社債及び借入金 11 440,861  440,544

リース負債  122,219  120,306

その他の金融負債 11 12,155  11,277

退職給付に係る負債  207,854  210,156

引当金  4,131  4,170

繰延税金負債  18,868  18,087

その他の非流動負債  9,466  11,709

非流動負債合計  815,555  816,248

負債合計  1,698,593  1,653,059

     

資本     

当社株主に帰属する持分     

資本金  142,520  142,520

資本剰余金  111,596  111,622

利益剰余金  659,563  666,140

自己株式  △1  △1

その他の資本の構成要素  26,005  43,212

当社株主に帰属する持分合計  939,683  963,494

非支配持分  47,732  46,073

資本合計  987,415  1,009,567

負債及び資本合計  2,686,008  2,662,626
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(2) 【要約四半期連結損益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前第1四半期連結累計期間
(自　2019年4月 1日
至　2019年6月30日)

 
当第1四半期連結累計期間
(自　2020年4月 1日
至　2020年6月30日)

売上高 6,9 527,276  530,936

売上原価  395,106  400,134

売上総利益  132,169  130,802

販売費及び一般管理費  102,331  104,115

営業利益 6 29,838  26,687

金融収益  2,821  2,748

金融費用  1,912  2,219

持分法による投資損益  55  △74

税引前四半期利益  30,802  27,143

法人所得税費用  9,198  8,176

四半期利益  21,604  18,967
     

     

四半期利益の帰属     

当社株主  20,975  19,143

非支配持分  629  △176

合計  21,604  18,967
     

     

当社株主に帰属する1株当たり四半期利益     

基本的1株当たり四半期利益（円） 10 14.96  13.65
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(3) 【要約四半期連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前第1四半期連結累計期間
(自　2019年4月 1日
至　2019年6月30日)

 
当第1四半期連結累計期間
(自　2020年4月 1日
至　2020年6月30日)

四半期利益  21,604  18,967

その他の包括利益（税引後）     

純損益に振り替えられることのない項目     
その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産の公正価値の純変動額

 9,162  20,604

確定給付制度の再測定  △1,196  61

持分法適用会社におけるその他の
包括利益の持分

 △0  0

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

キャッシュ・フロー・ヘッジの有効部分  74  887

ヘッジ・コスト  △230  △396

在外営業活動体の外貨換算差額  △17,790  △4,164

持分法適用会社におけるその他の
包括利益の持分

 1  △10

その他の包括利益（税引後）合計  △9,980  16,983

四半期包括利益  11,624  35,949
     

     
四半期包括利益の帰属     
当社株主  11,048  36,412

非支配持分  577  △463

合計  11,624  35,949
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(4) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第1四半期連結累計期間(自　2019年4月1日　至　2019年6月30日)

(単位：百万円)

  当社株主に帰属する持分     

 注記 資本金  

資本
剰余金

 

利益
剰余金

 

自己
株式

 

その他の
資本の構成
要素

 合計  

非支配
持分

 

資本
合計

2019年4月1日  142,520  115,740  603,171  △1  64,236  925,667  41,143  966,809

四半期包括利益                 

四半期利益  －  －  20,975  －  －  20,975  629  21,604

その他の包括利益  －  －  －  －  △9,928  △9,928  △52  △9,980

四半期包括利益  －  －  20,975  －  △9,928  11,048  577  11,624

株主との取引額等                 

剰余金の配当 8 －  －  △11,921  －  －  △11,921  △1,107  △13,028

利益剰余金への振替  －  －  △1,196  －  1,196  －  －  －

企業結合による変動  －  －  －  －  －  －  2,751  2,751

支配継続子会社に対する
持分変動

 －  201  －  －  －  201  △303  △102

非支配持分に付与された　
プット・オプション

 －  △815  －  －  －  △815  －  △815

その他  －  △0  176  －  －  176  △109  67

株主との取引額等合計  －  △614  △12,942  －  1,196  △12,360  1,233  △11,127

2019年6月30日  142,520  115,126  611,205  △1  55,505  924,354  42,952  967,306
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当第1四半期連結累計期間(自　2020年4月1日　至　2020年6月30日)

(単位：百万円)

  当社株主に帰属する持分     

 注記 資本金  

資本
剰余金

 

利益
剰余金

 

自己
株式

 

その他の
資本の構成
要素

 合計  

非支配
持分

 

資本
合計

2020年4月1日  142,520  111,596  659,563  △1  26,005  939,683  47,732  987,415

四半期包括利益                 

四半期利益  －  －  19,143  －  －  19,143  △176  18,967

その他の包括利益  －  －  －  －  17,269  17,269  △287  16,983

四半期包括利益  －  －  19,143  －  17,269  36,412  △463  35,949

株主との取引額等                 

剰余金の配当 8 －  －  △12,622  －  －  △12,622  △1,490  △14,113

利益剰余金への振替  －  －  62  －  △62  －  －  －

自己株式の取得及び処分  －  －  －  △0  －  △0  －  △0

企業結合による変動  －  －  －  －  －  －  303  303

支配継続子会社に対する
持分変動

 －  －  －  －  －  －  △50  △50

非支配持分に付与された　
プット・オプション

 －  △56  －  －  －  △56  －  △56

その他  －  82  △5  －  －  76  42  118

株主との取引額等合計  －  26  △12,566  △0  △62  △12,602  △1,195  △13,797

2020年6月30日  142,520  111,622  666,140  △1  43,212  963,494  46,073  1,009,567
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(5) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前第1四半期連結累計期間
(自　2019年4月 1日
至　2019年6月30日)

 
当第1四半期連結累計期間
(自　2020年4月 1日
至　2020年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー     

四半期利益  21,604 18,967

減価償却費及び償却費  48,247 51,814

受取利息及び受取配当金  △2,033 △1,824

支払利息  1,717 1,662

持分法による投資損益（△は益）  △55 74

法人所得税費用  9,198 8,176

営業債権及びその他の債権の増減（△は増加額）  111,910 132,345

契約資産の増減（△は増加額）  △7,239 △11,502

棚卸資産の増減（△は増加額）  △3,336 △3,058

営業債務及びその他の債務の増減（△は減少額）  △13,384 △16,837

契約負債の増減（△は減少額）  41,271 34,000

受注損失引当金の増減（△は減少額）  △3,039 △1,097

その他  △9,580 △21,343

小計  195,282 191,375

利息及び配当金の受取額  2,035 1,625

利息の支払額  △1,521 △1,728

法人所得税の支払額  △29,324 △26,675

営業活動によるキャッシュ・フロー  166,472 164,597

     

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △44,181 △38,856

その他の金融資産の取得による支出  △5,035 △4,190

その他の金融資産の売却又は償還による収入  2,475 2,288

子会社の取得による支出 7 △32,542 △539

その他  △23 391

投資活動によるキャッシュ・フロー  △79,306 △40,906

     

財務活動によるキャッシュ・フロー     

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少額）  △24,000 －

短期借入金の純増減額（△は減少額）  △22,169 △37,184

社債の発行及び長期借入れによる収入  12,227 331

社債の償還及び長期借入金の返済  △318 △123

リース負債の返済による支出  △8,386 △10,655

非支配持分からの子会社持分取得による支出  △379 －

配当金の支払額  △11,739 △12,447

非支配持分への配当金の支払額  △1,063 △1,329

その他  △391 －

財務活動によるキャッシュ・フロー  △56,219 △61,406

     
現金及び現金同等物の増減額（△は減少額）  30,947 62,285

現金及び現金同等物の期首残高  251,309 205,356

現金及び現金同等物に係る換算差額（△は減少額）  △2,244 △879

現金及び現金同等物の四半期末残高  280,012 266,763
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【要約四半期連結財務諸表注記】

1．報告企業

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ(以下、当社)は、日本国に所在する企業です。本要約四半期連結財務諸表は、

当社及び連結子会社(以下、当社グループ)により構成されています。当社グループは、主に公共・社会基盤、金融、

法人・ソリューション、北米、EMEA・中南米の5つの事業を営んでいます。

なお、同時に当社グループは、日本電信電話株式会社を最終的な親会社とするNTTグループに属しています。

 
2．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表規則」第1条の2に掲げる「指定国際会計基準

特定会社」の要件を満たすことから、同規則第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成して

います。

　

(2) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品、及び退職給付制度に係

る負債(資産)の純額等を除き、取得原価を基礎として作成しています。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を

四捨五入表示しています。

 
3．重要な会計方針

当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表にお

いて適用した会計方針と同様です。

 
4．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び

費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行っています。これらの見積り及び仮定は、過去の経験

及び利用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因を勘案した経営者の最善の判断

に基づいています。しかし、その性質上、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果となる可能性があ

ります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを見

直した連結会計期間と将来の連結会計期間において認識しています。

なお、当社グループが現時点において合理的に入手可能な情報に基づいて、新型コロナウイルス感染症拡大による

事業活動への影響は一定期間続くものの、概ね下期以降に徐々に回復していくとの仮定を置き、重要な会計上の見積

り及び見積りを伴う判断への影響を評価しました。その結果、当第1四半期連結累計期間における見積りへの影響は軽

微であると判断しています。

ただし、状況が進展し追加情報が入手可能になるにつれ、会計上の見積りの結果に影響を及ぼす可能性がありま

す。また、その結果現在の仮定に変化が生じた場合は、非金融資産の減損等の判断に影響を及ぼし、翌四半期以降の

当社グループの財政状態並びに経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
5．未適用の新基準

本要約四半期連結財務諸表の承認日までに新設又は改訂が行われた基準書及び解釈指針のうち、当社が早期適用し

ていないもので、適用により当社に重要な影響を及ぼす可能性があるものはありません。
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6．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

連結財務諸表提出会社である当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務

情報が入手可能であり、当社グループの取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に

検討を行う対象となっています。

国内市場における急速な業界変化やIT技術の進化が想定される中で、多様化するお客様や社会の期待に応えるた

め、これまで以上に事業を跨った連携や、迅速な意思決定が求められています。こうした背景から、事業組織の機

動性をさらに高めるため、業務執行については事業本部レベルでの意思決定が図られる体制としています。

また、中長期的な事業成長をめざし戦略検討や新規事業創出を担う単位として、販売市場の類似性等から経済的

特徴を共有していると判断し、複数の事業本部を集約した「公共・社会基盤」、「金融」、「法人・ソリューショ

ン」、「北米」、「EMEA・中南米」の5つを報告セグメントとしています。

各報告セグメントの概要は次のとおりです。

なお、製品及びサービスの類型については、「9．収益 (1) 財及びサービスの内容」をご参照ください。当社の

製品及びサービス別の類型は、各報告セグメントで同一です。

 
(公共・社会基盤)

　　行政、医療、通信、電力等の社会インフラや地域の活性化を担う、高付加価値なITサービスの提供。

(金融)

　　金融機関の業務効率化やサービスに対する、高付加価値なITサービスの提供。

(法人・ソリューション)

製造業・流通業、サービス業等の事業活動を支える高付加価値なITサービス、及び各分野のITサービスと連携

するクレジットカード等のペイメントサービスやプラットフォームソリューションの提供。

(北米)

北米ビジネスにおける市場特性を考慮した高付加価値なITサービスの提供。

(EMEA・中南米)

EMEA・中南米ビジネスにおける市場特性を考慮した高付加価値なITサービスの提供。

 
(2) 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失その他の項目の金額の算定方法

当社グループの報告されている事業セグメントの会計処理方法は、注記「3. 重要な会計方針」における記載と同

一です。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

セグメント間の内部売上高等は、原価に適切な利益を加味して算定された額を基礎として決定しています。
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(3) 報告セグメントに関する情報

前第1四半期連結累計期間(自　2019年4月1日　至　2019年6月30日)

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

要約
四半期
連結
財務諸表
計上額
(注3)

公共・
社会基盤

金融
法人・
ソリュー
ション

北米
EMEA・
中南米

計

売上高           

外部顧客への
売上高

82,358 122,979 97,841 101,916 109,970 515,063 12,102 527,165 110 527,276

セグメント間の
内部売上高等

17,782 16,061 37,279 1,114 858 73,093 19,971 93,063 △93,063 －

計 100,140 139,039 135,120 103,029 110,828 588,156 32,073 620,229 △92,953 527,276

営業利益
又は損失(△)

7,921 10,689 11,469 △823 574 29,829 1,086 30,915 △1,078 29,838

        金融収益 2,821

        金融費用 1,912

        
持分法による
投資損益

55

        
税引前四半期
利益

30,802
 

(注) 1　「その他」の区分は、中国・APAC地域ビジネス及び本社部門機能をサポートする事業を中心としている子会

社等です。

2　営業利益又は損失(△)の調整額△1,078百万円は、主にセグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分し

ていない全社費用が含まれています。

3　営業利益又は損失(△)は、要約四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 
当第1四半期連結累計期間(自　2020年4月1日　至　2020年6月30日)

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

要約
四半期
連結
財務諸表
計上額
(注3)

公共・
社会基盤

金融
法人・
ソリュー
ション

北米
EMEA・
中南米

計

売上高           

外部顧客への
売上高

91,005 119,985 99,437 103,722 104,806 518,956 11,898 530,854 83 530,936

セグメント間の
内部売上高等

18,279 18,114 36,758 1,234 1,077 75,461 19,868 95,329 △95,329 －

計 109,284 138,099 136,195 104,956 105,883 594,417 31,766 626,183 △95,247 530,936

営業利益
又は損失(△)

10,970 10,586 9,786 △1,320 △1,643 28,380 328 28,708 △2,021 26,687

        金融収益 2,748

        金融費用 2,219

        
持分法による
投資損益

△74

        
税引前四半期
利益

27,143
 

(注) 1　「その他」の区分は、中国・APAC地域ビジネス及び本社部門機能をサポートする事業を中心としている子会

社等です。

2　営業利益又は損失(△)の調整額△2,021百万円は、主にセグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分し

ていない全社費用が含まれています。

3　営業利益又は損失(△)は、要約四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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7．企業結合

前第1四半期連結累計期間(自 2019年4月1日　至 2019年6月30日)

① 企業結合の概要

連結財務諸表提出会社である当社は、2019年4月1日において、北米子会社であるNTT DATA Servicesを通じて、

米国のCognosante(米国バージニア州)のコンサルティング部門であるCognosante Consulting, LLCの持分の譲渡

を受け、議決権の100%を取得し、同社に対する支配を獲得しました。本取引の概要は次のとおりです。

被取得企業の名称 Cognosante Consulting, LLC

結合後企業の名称 NTT DATA State Health Consulting, LLC

事業内容
米国州政府のヘルスケア関連部門等に対するIT戦略・計画策定支援、品質保証
サービス、プロジェクトマネジメント支援サービス等

企業結合の主な理由

本買収により、NTT DATA Servicesは、州政府の支出で最大規模であるヘルス
ケア関連分野において専門性の高い業界特化型のコンサルティングサービスを
提供することが可能となります。また、Cognosante Consulting, LLCの約30年
にわたる48州政府に対する豊富なサービス提供実績に基づく知見を獲得するこ
とで、さらなるサービス展開を加速すべく、本企業結合を行いました。

取得日 2019年4月1日

取得企業が被取得企業の支
配を獲得した方法

現金を対価とした持分取得

取得した議決権比率 100%
 

 
　② 譲渡対価

　　取得日における譲渡対価の公正価値は次のとおりです。

 (単位：百万円)

 
取得日

(2019年4月1日)

現金 31,542

譲渡対価の合計 31,542
 

(注)前第1四半期連結累計期間においては、取得対価の調整が未完了でしたが、前第4四半期

　　連結会計期間において、調整が完了し、上記金額で確定しています。

 
　③ 取得関連費用の金額及びその表示科目

取得関連費用の内容及び金額は次のとおりです。

 (単位：百万円)

内容 金額

アドバイザリー費用 2

弁護士費用 176

その他 57

取得関連費用合計 236
 

　(注)当該費用は要約四半期連結損益計算書上の「販売費及び一般管理費」に含めて処理しています。
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　④ 取得日における取得資産・引受負債の公正価値、のれん

取得日における取得資産・引受負債の内容及び公正価値、のれんは次のとおりです。

 (単位：百万円)

 
 取得日

(2019年4月1日)

資産  

　営業債権及びその他の債権(注1) 1,748

　無形資産(注2)(注4) 8,384

　その他(注4) 196

負債  

　営業債務及びその他の債務 453

　契約負債 218

　その他 46

純資産 9,612

のれん(注3)(注4) 21,930

合計 31,542
 

(注) 1　全て営業債権であり、回収不能と見積られている重要なものはありません。

    2　識別可能資産8,359百万円が含まれています。

    3　のれんは、主に当社グループと統合することにより得られると期待されるシナジー効果

　　　　及び超過収益力です。

    4　取得日における取得資産及び引受負債の公正価値について、前第1四半期連結累計期間

　　　　においては会計処理が完了しておらず、暫定的な金額にて連結財務諸表に計上されてい

　　　　ましたが、前第4四半期連結会計期間において取得対価の配分が完了し、上記金額にて

　　　　確定しています。

 
　⑤ 当社グループの業績に与える影響

前第1四半期連結累計期間で認識している業績の期間は、2019年4月1日から2019年6月30日であり、売上高は

2,367百万円、四半期利益は528百万円です。

なお、期首における企業結合のため、プロフォーマ情報はありません。

 
当第1四半期連結累計期間(自 2020年4月1日　至 2020年6月30日)

 該当事項はありません。

 
8．配当金

配当金の支払額は、次のとおりです。

①　前第1四半期連結累計期間

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年6月20日
定時株主総会

普通株式 11,921 利益剰余金 8.5 2019年3月31日 2019年6月21日
 

 
②　当第1四半期連結累計期間

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年6月17日
定時株主総会

普通株式 12,622 利益剰余金 9.0 2020年3月31日 2020年6月18日
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9．収益

(1) 財及びサービスの内容

コンサルティング

コンサルティングビジネスでは、システム・ソフトウェアの開発を伴わない要件定義書の作成、市場調査等の

顧客への成果物の移転を伴うもの又は顧客への成果物の移転を伴わない顧客ビジネスの改善に係るコンサルティ

ング等のサービスを提供しています。成果物の移転を伴う場合は、成果物の進捗により顧客に成果が移転するた

め、成果物の進捗度に応じて契約期間にわたり収益を認識しています。原価の発生が成果物の進捗度に比例する

と判断しているため、進捗度の見積りには発生したコストに基づくインプット法(原価比例法)を用いています。

契約対価は、通常、引渡時に支払われています。成果物の移転を伴わない場合は、顧客によるサービスの利用

実績に応じて、サービス提供日数等の実績又は定額でサービスの対価を回収しており、顧客がサービスを利用し

た時点で収益を認識しています。

 
統合ITソリューション

当社グループが設備資産を保有し、顧客に役務提供等を行うサービスを提供しています。

受注型の統合ITソリューションビジネスでは、要件定義から保守・運用まで顧客システムのフルライフサイクル

をカバーしたサービスを提供しています。当社グループが、顧客からの案件の受注に応じて設備投資を行い資産

として保有し、契約期間に応じて主に定額で収益を認識しています。

　企画型の統合ITソリューションビジネスでは、決済分野を中心としたサービスを提供しています。当社グルー

プが、複数の顧客の利用を見越して設備投資を行い資産として保有し、顧客によるサービスの利用実績に応じた

利用料の形式でサービスの対価を回収しており、顧客がサービスを利用した時点で収益を認識しています。

 

システム・ソフトウェア開発

顧客の情報システムの企画、設計、開発等を受託し、顧客へ納品しています。

システム・ソフトウェア開発の進捗にしたがって顧客に成果が移転するため、工事の進捗度に応じて工事期間

にわたり収益を認識しています。原価の発生が工事の進捗度に比例すると判断しているため、進捗度の見積りに

は発生したコストに基づくインプット法(原価比例法)を用いています。契約対価は通常、引渡時に支払われてい

ます。

また、損失の発生が予測される場合の損失引当は、損失の発生が明らかになった日の属する連結会計年度にお

いて行っています。

 
メンテナンス・サポート

メンテナンス・サポートビジネスでは、AMO(※1)、ITO(※2)、BPO(※3)サービス等の顧客へ成果物の移転を伴

わないシステム開発等のための技術支援、もしくは保守・維持・運用等を行うサービスを提供しています。顧客

によるサービスの利用実績に応じて、サービス提供日数等の実績又は定額でサービスの対価を回収しており、顧

客がサービスを利用した時点で収益を認識しています。

※1 Application Management Outsourcing：顧客のカスタムアプリケーションの運用・保守を手掛けるアウト

ソーシングサービス

※2 IT Outsourcing：顧客が利用する社内システム等にワンストップで保守・運用を提供するサービス

※3 Business Process Outsourcing：顧客の業務の一部を請け負い、効率的な業務運用を実現するアウトソー

シングサービス

 
その他のサービス

主に建物、電力、回線設備等の情報機器以外の設備賃貸、及び料金回収代行等のサービスを提供しています。
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(2) 売上高の分解

売上高は、主要なサービスに基づき分解しています。分解した売上高と各報告セグメントの関連は次のとおりで

す。

当社グループの売上高は、ほぼすべてが顧客との契約から認識した収益です。

 
前第1四半期連結累計期間(自　2019年4月1日　至　2019年6月30日)

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計

公共・
社会基盤

金融
法人・
ソリュー
ション

北米
EMEA・
中南米

コンサルティング 1,002 998 4,907 8,538 43,903 1,392 60,739

統合ITソリューション 15,323 67,805 23,845 27,740 11,278 94 146,086

システム・ソフトウェア開発 25,871 22,703 25,851 28,504 20,520 7,882 131,331

メンテナンス・サポート 37,982 30,151 31,729 37,134 28,462 2,706 168,163

その他のサービス 2,181 1,321 11,508 － 5,807 138 20,957

合計 82,358 122,979 97,841 101,916 109,970 12,212 527,276
 

(注) 1　グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しています。

2　IFRS第16号に基づくリース収益は重要性がないため売上高に含めています。

 

当第1四半期連結累計期間(自　2020年4月1日　至　2020年6月30日)

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計

公共・
社会基盤

金融
法人・
ソリュー
ション

北米
EMEA・
中南米

コンサルティング 764 586 4,207 10,705 43,939 1,654 61,855

統合ITソリューション 22,695 67,123 22,783 30,015 4,673 134 147,424

システム・ソフトウェア開発 24,114 19,485 25,929 27,627 19,355 2,724 119,235

メンテナンス・サポート 40,992 31,532 34,816 35,375 33,829 3,659 180,203

その他のサービス 2,439 1,260 11,701 － 3,010 3,809 22,220

合計 91,005 119,985 99,437 103,722 104,806 11,980 530,936
 

(注) 1　グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しています。

2　IFRS第16号に基づくリース収益は重要性がないため売上高に含めています。
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10. 1株当たり四半期利益

前第1四半期連結累計期間及び当第1四半期連結累計期間における基本的1株当たり四半期利益は、次に示す当社株主

に帰属する四半期利益及び期中平均普通株式数に基づいて計算しています。

なお、希薄化後1株当たり四半期利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

   

 
前第1四半期連結累計期間
(自 2019年4月 1日
至 2019年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2020年4月 1日
至 2020年6月30日)

当社株主に帰属する四半期利益(百万円) 20,975 19,143

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

1株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益(百万円)

20,975 19,143

発行済普通株式数(株) 1,402,500,000 1,402,500,000

自己株式の影響(株) 953 957

期中平均普通株式数(株) 1,402,499,047 1,402,499,046
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11．金融商品

金融商品の公正価値

公正価値は「測定日における市場参加者間の通常の取引において、資産を売却するために受け取るであろう価格、

又は負債を移転するために支払うであろう価格」と定義されています。IFRSにおいては、3つからなる公正価値の階層

が設けられており、公正価値の測定において用いるインプットには、観察可能性に応じた優先順位付けがなされてい

ます。それぞれのインプットの内容は、次のとおりです。

 
レベル1：活発な市場における同一資産及び負債の市場価格

レベル2：資産及び負債に関するレベル1に含まれる市場価格以外の観察可能なインプット

レベル3：資産及び負債に関する観察不可能なインプット

 
公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各四半期の期末時点で発生したものとして認識しています。

 
(1) 経常的に公正価値で測定している資産及び負債

当社グループは、その他の金融資産(有価証券)及びデリバティブについて、継続的に公正価値で測定していま

す。下表においては、概ね公正価値に相当する金額で測定されている現金及び現金同等物、営業債権及びその他の

債権、短期借入金、及び、営業債務及びその他の債務等は除外しています。

 
前連結会計年度末(2020年3月31日)

   (単位：百万円)

 
公正価値

合計 レベル1 レベル2 レベル3

その他の金融資産：     
株式等 110,312 91,133 － 19,179
デリバティブ金融資産 1,769 － 1,769 －

合計 112,081 91,133 1,769 19,179
その他の金融負債：     
デリバティブ金融負債 3,288 － 3,288 －

合計 3,288 － 3,288 －
 

 

当第1四半期連結会計期間末(2020年6月30日)

   (単位：百万円)

 
公正価値

合計 レベル1 レベル2 レベル3

その他の金融資産：     
株式等 139,779 120,066 － 19,713
デリバティブ金融資産 1,851 － 1,851 －

合計 141,630 120,066 1,851 19,713
その他の金融負債：     
デリバティブ金融負債 4,197 － 4,197 －

合計 4,197 － 4,197 －
 

　

　重要なレベル間の振替はありません。

　また、レベル3における金額については期中変動に重要性がないため、レベル3の調整表は開示していません。
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(2) 公正価値の測定

金融資産及び金融負債の公正価値は、次のとおり決定しています。金融商品の公正価値の見積りにおいて、市場

価格が入手できる場合は、市場価格を用いています。市場価格が入手できない金融商品の公正価値に関しては、将

来キャッシュ・フローを割り引く方法、又はその他の適切な方法により見積もっています。

 
「営業債権及びその他の債権」、「営業債務及びその他の債務」、「短期借入金」

主に短期間で決済されるため、帳簿価額は公正価値に概ね近似しています。

 
「その他の金融資産(流動)」及び「その他の金融資産(非流動)」

市場性のある有価証券の公正価値は、活発な市場における同一資産の市場価格で公正価値を測定しています。

その他の金融資産は、顧客等非上場である非持分法適用会社の発行する普通株式を含んでいます。非上場普通株

式は割引将来キャッシュ・フロー、収益、利益性及び修正純資産法、類似業種比較法及びその他の評価方法によ

り、公正価値を算定しています。

 
デリバティブは、金利スワップ契約、通貨オプション取引及び為替予約契約であり、公正価値は観察可能な市場

データに基づいて評価されており、レベル2に分類しています。また、評価額は為替レート等の観察可能な市場デー

タを用いて、定期的に検証されています。

 
「長期借入金」(1年以内返済予定分を含む)及び「社債」(1年以内償還予定分を含む)

長期借入金(1年以内返済予定分を含む)及び社債(1年以内償還予定分を含む)の公正価値は、当社グループが同等

な負債を新たに借入れる場合の利子率を使用した将来の割引キャッシュ・フローに基づき見積もっています。

公正価値は観察可能な市場データに基づいて評価・検証されており、レベル2に分類しています。

 
「その他の金融負債(流動)」及び「その他の金融負債(非流動)」

デリバティブは、金利スワップ契約、通貨オプション取引及び為替予約契約であり、公正価値は観察可能な市場

データに基づいて評価されており、レベル2に分類しています。また、評価額は為替レート等の観察可能な市場デー

タを用いて、定期的に検証されています。

 
レベル3に分類される資産に関する定量的情報

当社グループにおいて、レベル3に分類されている金融商品は、主に非上場株式により構成されています。非上場

株式の公正価値の測定は、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映できる評価技法及びイン

プットを用いて、入手可能なデータにより公正価値を測定しています。その結果は適切な権限者がレビュー及び承

認しています。

なお、レベル3に分類した金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更

した場合に重要な公正価値の増減は見込まれていません。

 
 

12．偶発債務

重要なものはありません。

 
13．後発事象

該当事項はありません。

 
2 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2020年8月12日

　

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

取締役会　御中
　

有限責任 あずさ監査法人
 

東京事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田　　中　　賢　　二 ㊞

 

　　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　谷　　剛　　之 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 賀　　山　　朋　　和 ㊞

 

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エヌ・

ティ・ティ・データの2020年4月1日から2021年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2020年4月1日か

ら2020年6月30日まで）及び第1四半期連結累計期間（2020年4月1日から2020年6月30日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約

四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半

期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社

エヌ・ティ・ティ・データ及び連結子会社の2020年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1四半期連結

累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点におい

て認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項

を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第1号「財務

諸表の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・ 要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・ 要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
(注) 1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しています。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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